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はじめに 
 

 

 

 

嘉麻市長 赤間 幸弘 

 

配偶者（パートナー）や恋人等からの暴力（DV）は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害です。嘉麻市の安心、安全な暮らしを実現するため、この DV 問題

が男女共同参画社会のまちづくりの大きな妨げとなっています。 

国では、平成 13年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

が制定され、この法律に基づき、市町村は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下「DV 防止基本計画」とい

う。）」を策定することが求められました。 

嘉麻市におきましては、平成２２年１２月に施行された嘉麻市男女共同参画推進

条例において「すべての人は、セクシャルハラスメント及びドメスティック・バイ

オレンスその他の性別に起因する心身に及ぶ暴力等の行為により人権を侵害して

はならないこと」、「市は、セクシャルハラスメント及びドメスティック・バイオレ

ンスを防止するため必要な施策を講ずるよう努めること」などが定められるととも

に、平成２４年３月に嘉麻市「DV 防止基本計画」を男女共同参画社会基本計画後

期計画と一体的に策定いたしました。 

このような中、市として DV 問題に対する具体的な取組みを積極的にすすめるた

め、専門の女性相談員を配置した「女性相談窓口」の開設や、電話相談窓口である

「かま女性ホットライン」を設置し、市民からのＤＶ問題の相談など、女性の抱え

る幅広い悩みに応じてまいりました。 

また、DV 被害者の支援を目的とした、庁内の関係部署との連携を図るための「嘉

麻市 DV 被害者支援庁内連絡会議」を適宜開催し、被害者支援に取り組んできまし

た。 

本基本計画は、後を絶たない DV やストーカー殺人等の社会問題が報道等を通じ

て広く認識されるなか、DV が重大な人権侵害であることをあらためて確認すると

ともに、また、市の宝である子ども達への影響が計り知れないことなど、DV 問題

のその重大性にかんがみ、これまで男女共同参画社会基本計画の一部として策定さ

れていたものを、今回あらためて分離独立させ、単独での計画策定となったところ

です。 

内容につきましては、「暴力を容認しない社会づくり＝予防」、「被害の潜在化を

防ぐ＝連携」、「被害者へのきめ細かい対応と心身の回復と生活の安定＝自立支援」、

これら３つのテーマに基づいて、それぞれ基本目標、基本的施策等を盛り込みまし

た。 

本基本計画が DV 防止への理解を広める契機となり、男女の人権の擁護と男女平

等の実現と DV のないまちづくりにつながるよう推進してまいります。  

最後に、本計画の策定にあたり、嘉麻市男女共同参画審議会の委員の皆さま、関

係機関の皆さま、ご意見を寄せていただきました市民の皆さま、ご協力をいただき

ました多くの方々に心から感謝申しあげます。 

                             平成29年３月 
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第１章 計画策定の基本的な考え方 

１ 策定の趣旨 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。 

国は、平成 13 年（2001 年）に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

（以下「ＤＶ防止法」という。）を制定しました。 

平成 19 年（2007 年）の法改正では、体制基盤の中心を都道府県から市町村に移行させ、

よりＤＶ被害者の実情に見合った保護や救済措置となるきめ細かい支援のための整備を目指

しました。これにより、基本計画の策定や配偶者暴力相談支援センターの設置が市町村の努

力義務とされました。 

平成 25 年（2013 年）の法改正により、法律の名称が「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律」に改められ、法律の適用対象を婚姻していなくても、生活の本拠

を共にする交際関係にある相手からの暴力被害者に拡大し、同年、「ストーカー行為等の規制

等に関する法律」（以下「ストーカー行為規制法」という。）も改正され、恋人からの暴力い

わゆるデートＤＶの被害者を保護する仕組みが進展しました。 

また、福岡県においては、平成 18 年（2006 年）に第１次「福岡県配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する基本計画」を、平成 23 年（2011 年）に第２次「福岡県配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」を、そして平成 27 年（2015 年）に

第３次「福岡県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画」を策定し、

広域的な取組みが進められているところです。 

嘉麻市は、平成 23 年（2011 年）策定の「嘉麻市男女共同参画社会基本計画後期計画」の

基本目標Ⅲ「主要課題６あらゆる暴力・虐待の根絶」を「嘉麻市配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する計画」と位置づけ、ＤＶ対策に取り組んできました。 

広報紙やホームページを活用し、ＤＶ防止法の周知や暴力防止のための啓発を進め、「女性

相談窓口」や「かま女性ホットライン」を設置し、相談の充実に努めるとともに、被害者の

自立支援に向けて庁内外の関係機関と連携してきました。 

しかし、平成 27 年に実施した「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」によると、被

害を受けても相談していない人は、約 46% にのぼり、被害が潜在化している状況がうかがえ

ます。また、ＤＶの被害者の多くは女性であり、その背景には、固定的な性別役割分担意識、

暴力を容認する意識、男女間の経済的格差などの社会的要因があります。 

このような現状があるため、ＤＶ根絶に向けた社会全体での継続的な取組みが求められま

す。 

本計画では、ＤＶ防止の啓発、複雑化する相談への対応、被害者の自立支援に対して、Ｄ

Ｖ対策を推進していきます。 

これまでの取り組みをさらに充実するとともに、社会状況や本市のＤＶ問題を取り巻く現

状、国や県の施策をふまえ、平成 29 年度から５年間を見据えた計画として策定し、人権の擁

護と男女平等の実現を図るためにＤＶのないまちづくりをめざします。 
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２ 計画の位置づけ  

この計画は、「ＤＶ防止法」第２条の３第３項の規定に基づいて策定するものです。 

また、第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画においては、基本目標Ⅰにおいて「男女の

人権を尊重する意識づくり」を定めており、その中の主要課題４「あらゆる暴力の根絶」の

基本的施策１「配偶者からの暴力防止及び被害者支援のための取組み」の事業項目として位

置づけるものです。 

 

 

３ 計画の期間  

この計画は、本市の総合計画との整合性を図りつつ、平成２９年度から平成３３年度まで

の５年間を計画期間とします。 

なお、社会情勢の変化等により、基本計画を運用する上で不都合が生じた場合には、必要

に応じて見直しを行うものとします。 

 

平成 

29 
年度 

平成 

30 

年度 

平成 

31 

年度 

平成 

32 

年度 

平成 

33 

年度 

     

 

 

４ 計画の推進体制  

  この計画の推進にあたっては、庁内に設置する嘉麻市ＤＶ被害者支援庁内連絡会議の機

能を活かすなど、福岡県、警察、関係機関･団体等との緊密かつ幅広い連携により、ＤＶ

防止に関する啓発及び被害者の支援に向け、施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

嘉麻市配偶者からの暴力の防止及び被害者の 
保護等に関する基本計画 

進捗状況を適宜、把握・点検 
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５ 計画の体系  

本計画を推進するにあたっては、市民の正しい理解を促し、ＤＶの防止・早期発見に努め

るとともに、ＤＶ被害者の安全と人権を最大限に尊重し、国・県の関係機関や民間支援団体

等との緊密な連携を図りながら、 相談や自立支援に向けた総合的な施策を実施します。 

そこで、本計画では、「予防」「連携」「自立支援」のテーマに基づき、「暴力を容認しない

社会づくり」「被害の潜在化を防ぐ」「被害者のきめ細かい対応と心身の回復と生活の安定」

を３つの分野を柱として、それぞれに基本目標、基本的施策を定めます。 

 

テーマ 基本目標 基本的施策 

～暴力を容認

しない社会づ

くり～ 

Ⅰ 

DV の根絶に向

けた啓発と被害

の防止 

１ 人権を尊重し、暴力を容認しない意識の醸成 

２ 被害の早期発見と重大な被害を防止する体制の 

構築 

～被害の潜在

化を防ぐ～ 

 

 

 

Ⅱ 

相談しやすい体

制の充実 

１ 相談の組織・体制の構築 

２ 外国人、障がい者、高齢者、性的少数者等への適切な

対応 

３ 窓口職員の研修の充実 

～被害者への

きめ細かい対

応と心身の回

復と生活の安

定～ 

Ⅲ 

被害者の自立の

ための支援 

１ 被害者の安全確保と心理的ケアへの配慮 

２ 生活の安定に向けた各種手続の支援 

３ 被害者の情報保護 

 

 

 

 

 

予防 

連携 

自立 
支援 
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６ 課別具体的事業一覧 

【全課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅰ １ １ 人権教育・啓発の推進 14 

Ⅰ １ ２ DV に関する正しい理解の促進 14 

Ⅲ ３ 16 被害者情報に関する適切な管理と運用 27 

 

【関係課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅰ １ ３ 若年層に対する啓発の推進 14 

Ⅰ ２ ５ 被害の早期発見及び適切な対応 16 

Ⅱ １ ８ 配偶者暴力相談支援センターとの連携強化 18 

Ⅱ １ ９ 男性・性的少数者の相談窓口の案内 18 

Ⅱ ２ 10 外国人等からの相談に対する適切な対応 21 

Ⅲ １ 12 被害者の安全のための警察との連携強化 24 

Ⅲ １ 13 心理的ケアへの配慮 24 

Ⅲ ２ 14 住宅の確保支援 26 

Ⅲ ２ 15 福祉施策等に関する情報の提供 26 

 

【人事秘書課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅱ ３ 11 窓口職員の研修の充実 22 

 

【人権・同和対策課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅰ １ １ 人権教育・啓発の推進 14 

 

【学校教育課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅰ １ １ 人権教育・啓発の推進 14 
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【男女共同参画推進課】 

基本目標 基本的施策 № 具体的事業 ページ 

Ⅰ １ １ 人権教育・啓発の推進 14 

Ⅰ ２ ４ 相談窓口の周知 16 

Ⅰ ２ ６ 加害者対策に関する情報収集 16 

Ⅱ １ ７ 庁内関係部署との連携強化 18 

Ⅱ ３ 11 窓口職員の研修の充実 22 
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第２章 嘉麻市の現状と課題 

１ 嘉麻市の取組み 

嘉麻市は、平成 24 年（2012 年）施行の「嘉麻市男女共同参画社会基本計画後期計画」

の基本目標Ⅲ「主要課題６あらゆる暴力・虐待の根絶」を「嘉麻市配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する計画」と位置づけ、ＤＶ対策に取り組んできました。 

広報紙やホームページを活用し、ＤＶ防止法の周知や暴力防止のための啓発を進め、

「女性相談窓口」や「かま女性ホットライン」を設置し、相談の充実に努めるとともに、

被害者の自立支援に向けて庁内外の関係機関と連携してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山田生涯学習館内 男女共同参画推進室（H29 年４月から男女共同参画推進課）（女性相談窓口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＶ防止週間啓発活動（平成 28 年 11 月 14 日） 

            道の駅うすい前（かまししちゃん と 福岡県警ふっけいくん） 
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２ 市民意識調査からみたＤＶについての現状と課題 

（１）暴力の経験 

平成 27 年に実施された「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（以下「市民意

識調査」という。）の結果によると、この３年間で配偶者や交際相手から暴力の被害を受

けた女性は 24.1％、男性は 12.6％であり、嘉麻市においても少なくない数の人がＤＶや

デートＤＶの被害を受けていることがわかりました。 

前回調査と比較すると、今回調査は、「無回答」が約３割を占めているので、正確には

比較ができませんが、暴力の被害経験の割合は、前回調査から男女ともあまり減少して

いません。 

女性では、60 歳以下の年代で「あった」の割合が２割を超えており、特に 50 歳代の

女性では「あった」が 32.9％と最も高くなっていました。 

 

■暴力の経験［全体、性別］（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

■暴力の経験［全体、年齢別］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

（％）

あ

っ
た

全
く
な
い

無
回
答

1,082 207 577 298 
100.0 19.1 53.3 27.5 

女性：29歳以下 25 24.0 68.0 8.0 
女性：30歳代 42 28.6 57.1 14.3 
女性：40歳代 51 23.5 60.8 15.7 
女性：50歳代 79 32.9 53.2 13.9 
女性：60歳代 167 28.1 52.7 19.2 
女性：70歳以上 230 17.4 35.7 47.0 
男性：29歳以下 21 19.0 57.1 23.8 
男性：30歳代 20 15.0 55.0 30.0 
男性：40歳代 33 12.1 72.7 15.2 
男性：50歳代 68 14.7 75.0 10.3 
男性：60歳代 173 11.6 68.8 19.7 
男性：70歳以上 137 13.1 46.7 40.1 
無回答 36 13.9 33.3 52.8 

標
本
数

全  体

年
齢
別

19.1

24.1

12.6

53.3

47.5

61.3

27.5

28.4

26.1

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

今
回
調
査

前
回
調
査

平
成
2
3
年

21.2

25.8

14.2

68.3

64.3

74.9

10.5

9.9

10.9

全 体

（N=877）

女 性

（N=535）

男 性

（N=339）

性
別

あった 全くない 無回答



第２章 嘉麻市の現状と課題 

  
9 

 

  

（２）暴力だと思うもの 

夫婦やパートナー間で起こるＤＶ行為について暴力と認識しているかどうかを、身体

的暴力、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力である 14 種類の行為についてたずねました。 

「どんな場合も暴力にあたる」は、「骨折させられた」「足でけられたり、平手で打た

れたりした」などの身体的暴力で６割前後と他の暴力に比べて認識が高く、「大声でどな

られた」「何を言っても無視され続けた」などの精神的暴力は他の暴力に比べ、低くなっ

ていました。また、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力の全ての行為は、男性が女性よ

り認識が低くなっており、特に、精神的暴力の「交友関係や電話を細かく監視された」、

性的暴力の「避妊に協力してくれない」は、10 ポイント近く低くなっていました。 

一方で、身体的暴力は、女性の方が男性よりやや低い傾向がありました。また、骨折、

打ち身や傷などを負う明らかな暴力に対して、男女とも「暴力にあたる場合もそうでな

い場合もある」が１割前後あり、「暴力にはあたらない」も０％ではありませんでした。 

夫婦間の暴力は、身体的暴力以外は男性の方が認識が低いこと、身体的暴力について

は女性が暴力と受け止めない傾向があることなどが分かります。 

暴力と認識しないと、加害者は、罪の意識を持たず、被害者は、自分が悪いからと自

分を責めて人に相談しないなど、ＤＶの潜在化につながります。 

 

◆図表 暴力だと思うもの［全体、性別］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

64.3

63.1

66.2

8.5

9.7

7.1

2.3

1.8

3.0

24.9

25.4

23.7

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

58.1

57.2

59.8

13.8

14.3

13.2

2.8

2.6

3.0

25.3

25.9

23.9

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
ア
）
骨
折
さ
せ

ら
れ
た

（
イ
）
打
ち
身
や

切
り
傷
な
ど
の

ケ
ガ
を
さ
せ
ら

れ
た

64.6

64.6

65.2

9.1

9.5

8.5

2.4

1.6

3.4

23.9

24.3

22.9

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
ウ
）
足
で
け
ら

れ
た
り
、
平
手
で

打
た
れ
た
り

し
た

59.1

60.0

58.3

14.2

13.6

15.2

3.1

2.8

3.6

23.6

23.6

22.9

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
エ
）
物
を
投
げ

つ
け
ら
れ
た

どんな場合も

暴力にあたる

暴力にあたる

場合もそうでない

場合もある

暴力には

あたらない

無回答

身
体
的
暴
力
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◆図表 暴力だと思うもの［全体、性別］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

46.6

48.4

44.7

23.8

22.1

26.3

5.0

4.6

5.6

24.6

24.9

23.5

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

36.6

40.2

32.3

27.6

24.6

31.8

10.7

9.3

12.6

25.0

25.9

23.3

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
オ
）
げ
ん
こ
つ
や
身

体
を
傷
つ
け
る
可
能

性
あ
る
物
で
、
な
ぐ

る
ふ
り
を
し
て
お
ど

さ
れ
た

（
カ
）
何
を
言
っ

て
も
無
視
さ
れ

続
け
た

37.0

41.1

31.8

28.0

23.9

33.5

9.2

8.7

10.0

25.8

26.2

24.6

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
キ
）
交
友
関
係

や
電
話
を
細
か

く
監
視
さ
れ
た

43.4

46.7

39.3

25.9

23.6

29.1

6.3

5.6

7.3

24.4

24.1

24.4

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
ク
）
子
ど
も
の

前
で
侮
辱
さ
れ

た
り
、
馬
鹿
に
さ

れ
た
り
し
た

34.9

37.9

31.4

31.9

29.0

35.9

9.7

9.8

9.6

23.5

23.3

23.1

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
ケ
）
大
声
で

ど
な
ら
れ
た

精
神
的
暴
力

どんな場合も

暴力にあたる

暴力にあたる

場合もそうでない

場合もある

暴力には

あたらない

無回答

58.3

57.7

59.4

13.4

14.1

12.6

3.7

3.1

4.5

24.6

25.1

23.5

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

41.3

45.6

36.1

22.8

19.5

27.4

9.1

8.0

10.5

26.8

26.9

26.1

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
コ
）
嫌
が
っ
て

い
る
の
に
性
的

な
行
為
を
強
要

さ
れ
た

（
サ
）
避
妊
に
協

力
し
て
く
れ

な
い

44.4

46.1

42.5

21.3

19.0

24.6

8.0

8.7

7.3

26.2

26.2

25.6

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
シ
）
見
た
く
な
い

の
に
、
ポ
ル
ノ
ビ

デ
オ
や
ポ
ル
ノ
雑

誌
を
見
せ
ら
れ
た

性
的
暴
力

どんな場合も

暴力にあたる

暴力にあたる

場合もそうでない

場合もある

暴力には

あたらない

無回答
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◆図表 暴力だと思うもの［全体、性別］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

 

 

（３）暴力の見聞き 

身近なところで、ＤＶ被害を見聞きしたかについて尋ねたところ、「身近に当事者はい

ないが、うわさを耳にしたことがある」が 11.0％、「家族や知人などから相談されたこ

とがある」が 2.9％、「身近に当事者がいる」が 3.8％となっており、うわさの間接的な

体験まで含めると、ＤＶを見聞きした体験がある人は、全体の約２割に上っていました。 

女性の方が男性より相談を受けたり、当事者が身近にいるという直接的な体験は高く

なっていました。 

女性は、ＤＶ行為については、男性よりも精神的暴力、性的暴力、経済的暴力の認識

が高かったため、暴力を見聞きしたという経験も高くなっているといえます。 

ＤＶは、潜在化しがちであるため、暴力を見聞きした第三者が被害者に適切に対応す

ることが支援には重要となりますので、市民一人ひとりのＤＶに対する認識を高めなけ

ればなりません。 

 

 

49.3

52.8

45.1

19.4

16.7

23.1

6.7

6.2

7.3

24.7

24.3

24.6

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
ス
）
必
要
な
生

活
費
を
渡
さ
れ

な
い

52.8

56.6

48.1

17.7

14.6

21.8

5.3

4.6

6.2

24.3

24.3

23.9

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

（
セ
）
「
誰
の
お
か

げ
で
生
活
で
き
る

ん
だ
」
と
か
「
甲
斐

性
な
し
」
と
い
わ

れ
た

どんな場合も

暴力にあたる

暴力にあたる

場合もそうでない

場合もある

暴力には

あたらない

無回答

経
済
的
暴
力
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◆図表 暴力の見聞き［全体、性別］（前回・県調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

 

 

2.9

4.3

1.1

3.8

4.6

2.8

11.0

11.0

11.1

51.0

48.4

54.9

0.4

0.7

-

31.0

31.1

30.1

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

今
回
調
査

前
回
調
査

平
成
2
3
年

3.9

5.0

2.1

3.8

4.1

3.2

17.7

18.3

16.8

67.2

64.9

70.8

1.1

1.1

1.2

6.4

6.5

5.9

全 体

（N=877）

女 性

（N=535）

男 性

（N=339）

性
別

家族や知人など

から相談された

ことがある

身近に当事者

がいる

身近に当事者は

いないが、うわさを

耳にしたことがある

身近で見聞き

したことはない

無回答その他

福
岡
県
調
査

平
成
2
6
年

5.5

6.9

3.7

6.9

8.9

4.2

17.8

17.0

18.8

60.6

58.2

63.9

1.4

1.1

1.8

7.7

7.8

7.7

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,395）

女 性

（N=794）

男 性

（N=601）

性
別

家族や知人など

から相談された

ことがある

身近に当事者

がいる

身近に当事者は

いないが、噂を

耳にしたことがある

身近で見聞き

したことはない

無回答その他



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の内容 
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～暴力を容認しない社会づくり～ 

 

 

 

 

基本的施策 

１ 人権を尊重し、暴力を容認しない意識の醸成            

現状と課題 

ＤＶは、プライベートな問題ではなく、人権侵害の問題であり、そのために「ＤＶ防

止法」、「ストーカー行為規制法」等の法律が制定されて、社会的な取組みが進められて

います。 

市民意識調査では、配偶者やパートナー間に起こる暴力に対しては、暴力としての認

識が低くなっており、その背景には、ＤＶやデートＤＶを家庭内や個人のプライベート

な問題として扱われがちで、重大な人権侵害としてとらえない意識の問題があります。 

また、市民意識調査では「ＤＶ防止法」の認知度は、男女とも７割を超えていたもの

の、前回調査結果と比べると低くなっていました。さらに、「デートＤＶ」の認知度は、

２割程度にとどまっていました。 

ＤＶ問題に対しては、まずは、行政や教育に携わる職員や教職員が人権の問題として

理解し、夫婦や恋人間で起きるため潜在化しがちであるという特徴や暴力は多様な形で

現れるという認識を持つことが必要です。 

市民にも、このようなＤＶに対する理解と認識を共有できるように、継続的な啓発を

進めることが求められます。 

デートＤＶについては、携帯やスマートフォンなどコミュニケーション手段が急速に

発展し、大人の関知しないところで、中学生や高校生等の若年層で問題が大きくなって

います。 

加害者にも被害者にもならないよう、暴力防止と固定的性別役割分担意識の問題を人

権の視点で理解できるデートＤＶ防止教育を進めなければなりません。  

啓発冊子や学校への出前講座など、若年層が関心を持てるような工夫をします。 

 

基本目標Ⅰ DV の根絶に向けた啓発と被害の防止 
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■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

1 人権教育・啓発の推進 

市職員や教職員がその日常業務において
人権の尊重と暴力を容認しない意識をも
って進められるよう、人権や DV に関する
研修や情報提供を行う。 

全課 

人権・同和対策課 

学校教育課 

男女共同参画 
推進課 

2 
ＤＶに関する正しい
理解の促進 

市民に対して人権を尊重し、暴力を容認
しない意識の醸成が図られ、また、DV に
関する正しい理解が図られるよう、あら
ゆる機会を活用して、啓発活動を推進す
る。 

全課 

3 
若年層に対する啓発
の推進 

若者向けのデートＤＶ冊子を作成し、こ
れを活用した出前講座を実施する。また、
中学・高校に当該冊子を配布し、啓発を
推進する。 

関係課 

 

 

◆図表 ＤＶに関する施策・用語の認知［全体、性別］（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

『知っている』

70.1

68.0

73.1

81.7

81.9

82.0

21.2

19.8

23.6

60.5

62.1

58.4

13.3

13.5

13.3

4.9

4.7

4.7

全 体

（N=877）

女 性

（N=535）

男 性

（N=339）

性
別

今
回
調
査

前
回
調
査

平
成
2
3
年

Ｄ
Ｖ
防
止
法
（
配
偶
者
か
ら
の

暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護

等
に
関
す
る
法
律
）

17.2

16.9

17.5

52.9

51.1

55.6

16.0

16.1

15.8

14.0

15.9

11.1

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

よく知っている 聞いたことがある 全く知らない 無回答

23.7

23.3

24.4

『知っている』

5.3

5.9

4.5

18.4

17.4

19.9

59.3

58.2

60.9

17.0

18.5

14.7

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,082）

女 性

（N=610）

男 性

（N=468）

性
別

今
回
調
査

デ
ー
ト
Ｄ
Ｖ

よく知っている 聞いたことがある 全く知らない 無回答
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基本的施策 

２ 被害の早期発見と重大な被害を防止する体制の構築            

現状と課題 

ＤＶは、家庭という密室で行われ、被害者は、加害者から行動を制限され、監視され

たりするなど、社会との関わりを持てずに孤立した状態に置かれがちとなるため、被害

の早期発見には、家族や知人の身近な人の存在が重要となります。 

市民意識調査によると、「家族や知人などから相談されたことがある」「身近に当事者

がいる」と回答した人がどう対処したかについて、「被害者に相談機関などを紹介した」

は 15.3％、「配偶者暴力相談支援センターや警察に通報した」8.3％、「被害者と一緒に

病院や相談機関に行った」6.9％あり、専門機関につないだ人も一定数いました。 

しかし、「何もできなかった」は４分の１あり、「何もする必要はないと思った」も７％

で、身近にＤＶ被害者がいても対応していない人が多いこともわかりました。 

「加害者に暴力をやめるように話した」という被害者に危険が及ぶ可能性のある不適

切な対処は、２割程度ありました。 

ＤＶ被害者や被害者の身近にいる人に対しては、加害者に情報が伝わることのないよ

う安全に配慮して、相談窓口の周知を高める必要があります。 

地域から行政へのパイプ役となる民生委員・児童委員、ＤＶ被害を発見しやすい立場

にある医療機関が、警察など関係機関と連携して被害を早期発見し、早期介入できるよ

う、体制を強化しなければなりません。 

また、加害者が当事者意識を持って暴力の問題に向き合い、更生することは、被害者

の安全確保のために求められ、平成 14 年（2002 年）以来、内閣府は、加害者更生に関

して調査を実施していますが、効果的なプログラム開発については、今なお研究中です。 

被害の対応策に活かせるよう、加害者対策については、国の調査研究や関係団体等に

関する情報を収集していきます。 
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■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

4 相談窓口の周知 

市が実施する「女性相談窓口」や「かま
女性ホットライン」の相談窓口の周知を
行う。また、福岡県や警察など他機関が
実施する相談窓口の周知も行う。 

男女共同参画 
推進課 

5 
被害の早期発見及び
適切な対応 

地域の民生委員・児童委員や医療機関、
警察などの関係機関と連携を図り、被害
の早期発見に努める。また、被害が重大
にならないよう迅速で適切な対応とその
ための関係機関との連携強化を図る。 

関係課 

6 
加害者対策に関する
情報収集 

加害者対策に関する国や県の情報を収集
して被害防止のための対応策に活用す
る。 

男女共同参画 
推進課 

 

 

◆図表 ＤＶ被害を知った後の行動について［全体、性別］（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

被害者をかくまったり、家を出ることに
援助をした

何もできなかった

加害者に暴力をやめるように話した

被害者に相談機関などを紹介した

配偶者暴力相談支援センターや警察に
通報した

被害者と一緒に病院や相談機関に
行った

何もする必要はないと思った

被害者にがまんするように話した

その他

無回答

25.0

25.0

19.4

15.3

8.3

6.9

6.9

1.4

15.3

2.8

24.1

22.2

20.4

20.4

5.6

3.7

7.4

-

16.7

1.9

27.8

33.3

16.7

-

16.7

16.7

5.6

5.6

11.1

5.6

0 30 60 （％）

29.9

22.4

26.9

26.9

11.9

7.5

1.5

-

13.4

3.0

26.5

22.4

28.6

18.4

8.2

6.1

-

-

18.4

4.1

38.9

22.2

22.2

50.0

22.2

11.1

5.6

-

-

-

03060（％）

【回答はいくつでも】

【前回調査（平成23年）】 【今回調査】

全 体（Ｎ=67）

女 性（Ｎ=49）

男 性（Ｎ=18）

【回答はいくつでも】

全 体（Ｎ=72）

女 性（Ｎ=54）

男 性（Ｎ=18）
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～被害の潜在化を防ぐ～ 

 

 

 

 

基本的施策 

１ 相談の組織・体制の構築                   

現状と課題 

ＤＶ対策においては、適切に対応できる専門家や相談機関、公的機関が重要な存在と

なります。しかし、ＤＶ被害者は、加害者から「お前が悪い」と言われ続け、暴力を受

ける責任は自分にあると自責の念があり、加害者への恐怖心も強く、相談をためらう傾

向があります。 

被害者が相談しやすくなるような、専門家や公的機関の相談体制の整備が必要です。 

市では、相談体制の整備に向けて、平成 25 年（20013 年）からＤＶに対応する関係部

署が参加する「ＤＶ被害者支援庁内連絡会議」を開催しています。 

また、ＤＶの専門相談員が面接する「女性相談窓口」を各庁舎で開設し、必要な場合は

同行支援も実施しており、電話でも相談できるよう「かま女性ホットライン」を設置して

います。 

市民意識調査によると、ＤＶ被害者の相談先は、関係機関では「警察署・交番」「医師・

カウンセラー」が２％程度、行政の相談窓口は「配偶者暴力相談支援センター」がやや

わずかで、他の窓口の利用はありませんでした。 

男性では、「誰にも相談しなかった」割合が女性より高くなっていました。 

相談しなかった人の理由は、「相談するほどのことではないと思ったから」が 35.3％

ありますが、前回調査と比べると比率は低く、相談の重要性への認識は高まったといえ

ます。しかし、「自分にも悪いところがあると思ったから」と自責の念は、２位と高く、

女性では「相談してもむだだと思ったから」「恥ずかしくてだれにも言えなかったから」

が男性より高く、孤立している状況がうかがえました。 

 今後は、より被害者の立場に立った相談体制へと整備するために、事案に応じてＤＶ

被害者支援庁内連絡会議を開催します。 

庁外においては、配偶者暴力相談支援センター（福岡県嘉穂・鞍手保健福祉環境事務

所）と緊密な連携体制をとるために、日頃より情報交換を行います。 

男性や性的少数者への相談については、県が設置している専用の相談窓口や県の配偶

者暴力相談支援センター等の情報を提供します。 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ 相談しやすい体制の充実 
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■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

7 
庁内関係部署との連
携強化 

ＤＶ被害者支援庁内連絡会議を適宜開催
する。 

男女共同参画 
推進課 

8 
配偶者暴力相談支援
センターとの連携強
化 

配偶者暴力相談支援センター（福岡県嘉
穂・鞍手保健福祉環境事務所）と緊密な
連携体制をとるため、日頃から情報交換
を行う。 

関係課 

9 
男性・性的少数者の相
談窓口の案内 

総務課所管の市民相談や県の相談窓口と
連携を図り、案内周知を行う。 

関係課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山田生涯学習館内 男女共同参画推進室 

（H29 年４月から男女共同参画推進課）（女性相談窓口） 
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◆図表 暴力を受けた後の相談先［全体、性別］（前回調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

 

家族、親族

友人、知人

警察署・交番

医療関係者（医師、看護師など）

配偶者暴力相談支援センター
（県の福祉事務所など）

人権擁護委員、民生委員、行政区
長・隣組長など

嘉麻市役所

かま女性ホットライン

学校関係者（教員、養護教員、
カウンセラー）

その他

どこ（だれ）にも相談しなかった

無回答

35.3 

20.8 

2.4 

1.9 

1.0 

-

-

-

-

0.5 

45.4 

9.7 

35.4 

22.4 

2.7 

2.0 

1.4 

-

-

-

-

0.7 

44.2 

8.2 

35.6 

16.9 

1.7 

1.7 

-

-

-

-

-

-

47.5 

13.6 

0 30 60 （％）

28.0

30.1

2.2

2.7

-

1.1

1.6

0.5

0.5

1.1

44.1

7.0

29.0

34.1

2.2

2.2

-

0.7

2.2

0.7

-

1.4

41.3

6.5

25.0

18.8

2.1

4.2

-

2.1

-

-

2.1

-

52.1

8.3

03060（％）

【回答はいくつでも】 【回答はいくつでも】

【前回調査（平成23年）】 【今回調査】

全 体（Ｎ=207）

女 性（Ｎ=147）

男 性（Ｎ=59）

全 体（Ｎ=186）

女 性（Ｎ=138）

男 性（Ｎ=48）
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◆図表 相談しなかった理由［全体、性別］（前回調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会に向けての市民意識調査」（平成 27 年） 

 

相談するほどのことではないと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談してもむだだと思ったから

自分さえがまんすれば、なんとかこのまま
やっていけると思ったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから

子どものためにがまんするしかないと
思ったから

どこ（だれ）に相談してよいのか
わからなかったから

世間体が悪いから

他人を巻き込みたくなかったから

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

他人に知られると、これまで通りの
つき合い（仕事や学校などの

人間関係）ができなくなると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

相談することによって、さらに不快な思いを
させられると思ったから

相談したことがわかると、仕返しをうけた
り、もっとひどい暴力をうけると思ったから

加害者に「誰にも言うな」とおどされたから

その他

無回答

52.1 

37.2 

25.5 

20.2 

12.8 

12.8 

9.6 

9.6 

9.6 

7.4 

5.3 

5.3 

4.3 

3.2 

-

6.4 

1.1 

50.8 

36.9 

30.8 

21.5 

15.4 

15.4 

10.8 

9.2 

10.8 

9.2 

4.6 

7.7 

6.2 

3.1 

-

7.7 

1.5 

53.6 

39.3 

14.3 

17.9 

7.1 

7.1 

7.1 

10.7 

7.1 

3.6 

7.1 

-

-

3.6 

-

3.6 

-

0 40 80 （％）

70.7 

36.6

14.6

19.5

12.2

9.8

8.5

4.9

3.7

6.1

2.4

3.7

6.1

1.2

-

6.1 

-

71.9 

42.1

10.5

19.3

8.8

10.5

8.8

5.3

5.3

3.5

1.8

3.5

7.0

1.8

-

5.3 

-

68.0 

24.0

24.0

20.0

20.0

8.0

8.0

4.0

-

12.0

4.0

4.0

4.0

-

-

8.0 

-

04080（％）

【回答はいくつでも】 【回答はいくつでも】

【前回調査（平成23年）】 【今回調査】

全 体（Ｎ=94）

女 性（Ｎ=65）

男 性（Ｎ=28）

全 体（Ｎ=82）

女 性（Ｎ=57）

男 性（Ｎ=25）
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基本的施策 

２ 外国人、障がい者、高齢者、性的少数者等への適切な対応                       

現状と課題 

外国人や障がい者、高齢者等は、ＤＶ被害を受けたとしても、支援に関する情報が届

きにくかったり、理解しにくかったり、加害者へ依存する生活を強いられたりして、自

分の状況をＤＶとして認識することがより困難となります。 

また、同性間におけるＤＶ被害については、ＬＧＢＴなどの性的少数者への理解が行

き届いていない相談窓口では、被害者が相談できない可能性があります。 

そのため、これらの社会的に不利な立場に置かれやすい人が受けるＤＶ被害は、より

潜在化、長期化、深刻化するという共通した課題があります。 

外国人の場合は、言語や文化・生活習慣の違いから地域の中でも孤立しやすいという

問題を抱えがちです。 

多言語による支援を求めている外国人に対しては、多言語に対応した翻訳機能を備えたタ

ブレットの活用や県作成のＤＶ相談の情報を掲載した多言語の啓発カードを関係窓口等に配

架すること等により対応策をとっていますが、今後は、これまで以上にきめ細かな対策がで

きるよう努めていきます。 

また、高齢者の場合は、長年にわたって繰り返されたＤＶのために、精神的ダメージ

が大きく、より無力感が大きい場合があります。 

高齢者や障がい者に対しては、それぞれの立場で抱える問題の特徴を踏まえながら、その

特性に応じた、よりきめ細かな対応ができるよう配慮するとともに、相談窓口の情報提供の

充実等を図っていきます。さらに一時保護、自立支援においても、同様に配慮します。 

 

 

■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

10 
外国人等からの相談
に対する適切な対応 

市が実施する「女性相談窓口」や「かま
女性ホットライン」の相談窓口の周知を
行う。また、福岡県やアジア女性センタ
ーなど他機関が実施する相談窓口の周知
も行う。 

関係課 
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基本的施策 

３ 窓口職員の研修の充実                     

現状と課題 

ＤＶ被害者は、経済的暴力を受け、経済的に困窮したり、子どもの世話が行き届かな

かったりと多様な生活課題を抱えています。そのため、福祉や保健、教育、住宅などの

行政の窓口に相談に訪れる可能性は高く、それらはＤＶ被害者を適切な支援につなぐ機

会となります。 

ＤＶ被害者は、心理的ダメージを受けており、担当職員が不適切に対応して被害者を

さらに傷つけるなどの二次被害を与えないようにする必要もあります。  

ＤＶ被害者と接する窓口職員や関連する手続きを行うすべての職員が、ＤＶ被害者の

立場や特徴を理解し、被害者支援のために必要な知識をもち、早期に適切に対応するこ

とが求められます。 

行政の窓口は、被害者支援における重要な役割を担っているという自覚を持てるよう、

関係職員に対する研修をさらに充実していきます。 

 

 

■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

11 
窓口職員の研修の充
実 

市職員の人事異動の時期等を考慮し、窓
口担当となる職員について適切な研修を
実施する。 

人事秘書課 

男女共同参画 
推進課 
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～被害者へのきめ細かい対応と心身の回復と生活の安定～ 

 

 

 

 

基本的施策 

１ 被害者の安全確保と心理的ケアへの配慮            

現状と課題 

ＤＶは、被害者が逃げようとしたときに、加害者の怒りが強くなるため、暴力がひど

くなり、さらに逃げた後にもっとも危険が高まるといわれています。 

被害者が逃げないという選択をした場合も、安全対策は、重要な課題であり、危険を

避けるための支援が求められます。 

逃げた場合には、加害者は執拗に被害者の居所を突き止め、危害を加えるおそれがあ

ります。 

ＤＶ被害者の家族や友人、支援者が、被害者の居場所について加害者からの攻撃的な

追求を受けることもあり、被害者の身近な人への安全にも配慮しなければなりません。 

最高裁判所の調べによると、平成 26 年（2014 年）の接近禁止命令等の保護命令の発

令件数は、2,528 件で、前年よりも 9.3％増えています。平成 27 年（2015 年）のストー

カー行為規制法違反の検挙数は 677 件で前年より 10.4％増加し、加害者の６割が配偶者

や元配偶者、交際相手や元交際相手でした。 

また、加害者が結果的に追跡してこなかったとしても、別れた後も追跡の恐怖から逃

れられない場合もあります。 

さらに、被害者は、配偶者や恋人など信頼していた人から暴力を受けたことにより、

自尊感情が低下し、自分自身で生きる力を失い、他者との信頼関係を築けないなど、精

神的な課題を抱える場合もあります。 

また、ＤＶを見聞きすることは子どもに対して心理的に大きな影響を与えることから、

面前ＤＶと言われており、児童虐待防止法では、ＤＶのある家庭環境自体が心理的虐待

であると定義されています。 

被害者のみならず、子どもに対しても心理的ケアが求められます。 

市では、暴力追放相談員を配置しており、日頃から警察との連携を取っていますが、

ＤＶ被害者と支援をする立場の人たちの安全確保のために、これらの連携を強化してい

きます。 

また、被害者の心理的なケアに対応するため、相談員の専門性を高めるとともに、庁

内の保健師や庁外の医療機関、または、福岡県の精神保健担当部署や児童相談所などと

連携して、適切な心理的支援を実施します。  

 

 

基本目標Ⅲ 被害者の自立のための支援 
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■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

12 
被害者の安全のため
の警察との連携強化 

被害者の安全確保のため迅速な対応がで
きるよう、警察や庁舎に配置されている
暴力追放相談員との連携強化を図る。 

関係課 

13 心理的ケアへの配慮 

被害者の心理的なケアに対応するため、
専門的な知識と経験を有する相談員によ
る支援を行う。また、他の専門職の案内
も行う。各相談員間での必要な情報交換
を行う。 

関係課 

 

 

 

 

 

 



第３章 計画の内容 
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基本的施策 

２ 生活の安定に向けた各種手続の支援              

現状と課題 

ＤＶは、家庭という生活共同体で起きるため、被害を逃れるために家を出た場合は生

活基盤を失うことになります。所持金を待たずに、文字どおり着の身着のままで避難す

ることも多く、避難後、経済的に困窮する被害者も少なくありません。 

また、加害者の追跡を恐れて、親族や友人との連絡を絶っている場合には、身近な人

からの支援を受けにくいという課題もあります。  

暴力から逃れたＤＶ被害者が、自立して新たな生活を営むためには、住宅や生活費及

び就労が確保され、安定した生活基盤を築く必要があります。 

国や県では、ひとり親を対象とした就業支援事業を実施しており、これらの情報を提

供していくことも重要です。 

また、障がい者、高齢者のＤＶ被害者については、障害者自立支援法に基づく支援窓

口や地域包括支援センター（高齢者相談支援センター）などと男女共同参画推進課との

連携を強化し、安全な生活再建に向けた具体的な対応策の充実を図ることが求められま

す。 

市においては、ＤＶ被害者に対する市営住宅における入居者資格の拡充等に取組んで

きました（ＤＶ防止法第１条第２項に規定する被害者で一定の条件を満たす者は、市営

住宅への単身入居を可能としています。）。また、市からの委託事業により嘉麻市社会福

祉協議会が開設している「かま自立相談支援センター」では、生活困窮者の相談や就労

支援を行っており、ＤＶ被害者の支援につながるよう、市は連携して活用しています。 

今後は、被害者の自立支援のための住宅の確保に努めます。 

また、被害者の生活再建のために庁内外で関係機関が連携できるよう、関係機関の業

務内容が盛り込まれ、被害者に必要な社会資源が一目でわかる「資源マップ」を作成し、

適宜、必要に応じて、最新情報を盛り込むよう更新していきます。 

被害者が将来に希望を持てるよう、自立した生活を支援する福祉事業に関する情報を

適切に提供して行きます。 
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■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

14 住宅の確保支援 
暴力から逃れた被害者の自立支援のた
め、市営住宅等への入居支援を行う。 

関係課 

15 
福祉施策等に関する
情報の提供 

被害者の安定した暮らしが継続されるよ
う、福祉施策等自立支援のための各種制
度に関する情報の提供を行う。 

関係課 
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基本的施策 

３ 被害者の情報保護                      

現状と課題 

ＤＶ被害者が新たな生活での安全を確保するためには、加害者による被害者の住所探

索を防ぐ必要があります。 

ＤＶやストーカー加害者による被害者の個人情報の聞き出しは、巧妙化しており、被

害者の居所を突き止めた後の殺人事件も発生しています。  

被害者が自立のために多様な社会資源を活用する際に、各種の手続きから個人情報が

加害者に知られないよう情報保護を徹底する必要があります。  

行政手続等において、市職員一人ひとりが被害者の保有情報に関するシステムを正し

く理解し、ＤＶ被害者の個人情報の漏えいが生命の危険につながることを意識し、守秘

義務を守って、業務を遂行しなければなりません。 

市においては、住民基本台帳の閲覧制限や国民健康保険の柔軟な運用など、被害者の

情報の保護に努めてきました。 

今後は、情報の適切な管理を強化し、職員の管理能力を高めるために、電算情報シス

テムの運用については、定期的に情報交換や共通課題の解決等を行います。 

職員の異動等によって、情報の管理体制が途切れることのないように被害者の情報の

運用に関してのマニュアル化も進めます。 

 

 

■具体的事業 

事業

№   
具体的事業 事業の内容 担当課 

16 
被害者情報に関する
適切な管理と運用 

被害者に関する保有情報（電算システム
における情報を含む）の適正な管理と運
用を行う。被害者情報の運用についての
定期的な点検を実施する。 

全課 
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 成果指標  

１．重要な施策について、目標となる数値を「成果指標」として新たに設定しま

す。 

 

２．市が施策を推進した結果、各項目の数値がそれぞれ目標値に近づいたかにつ

いて進捗管理を行い、計画の実効性を高めます。 

 

３．期間 平成２９年度から平成３３年度（目標年度）までの５年間です。 

 

 

１．嘉麻市男女共同参画推進課（女性相談窓口）についての認知度 

平成２７年の市民意識調査によると、「男女共同参画推進室（女性相談窓

口）」の存在を知っているは、全体で 33.8％でした。 

５０％を目指します 

 

 

２．デート DV に対する認知度 

平成２７年の市民意識調査によると、「デート DV」の認知度は、全体で

23.7％でした。 

５０％を目指します 
 

 

３．パープルリボンプロジェクトについての認知度（周知度） 

  

３０％を目指します 
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○嘉麻市男女共同参画審議会会議経過 

回 開催日 会議内容 

第１回 
平成２８年７月４日（月） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）諮問（第２次嘉麻市男女共同参画社会基本

計画及び第１次嘉麻市配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する基本計画） 

（２）概要説明 

（３）その他 

第２回 
平成２８年７月１９日（火） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画に

ついて 

①基本計画骨子（案）について 

②基本計画体系図（案）について 

（２）その他 

第３回 
平成２８年８月２４日（水） 
１４時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画に

ついて 

①審議会所管課ヒアリングの選出について 

（２）その他 

第４回 
平成２８年９月２８日（水） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室 1,2 

（１）審議会所管課ヒアリングについて 

（２）その他 

第 5 回 

平成２８年１０月１４日
（金） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）平成 27 年度実施状況に対する審議会評価

について 

（２）その他 

第 6 回 

平成２８年１０月２８日
（金） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画に

ついて 

（２）その他 

第 7 回 

平成２８年１１月２１日
（月） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画に

ついて 

（２）その他 

第 8 回 

平成２８年１１月３０日
（水） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修室４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画に

ついて 

（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する基本計画について 

（３）「基本理念」について 

（４）その他 

平成 29 年１月６日（金）～２月６日（月）パブリックコメント実施 

第 9 回 
平成２９年２月１０日（金） 
１３時３０分～ 
山田生涯学習館 研修会４ 

（１）第２次嘉麻市男女共同参画社会基本計画、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する基本計画に対するパブリックコ

メントの結果について 

（２）その他 

第 10回 
平成２９年２月１３日（月） 
１５時００分～ 
碓井庁舎１階 市長応接室 

（１）市長答申 

（２）その他 
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○嘉麻市男女共同参画審議会委員名簿  

氏名 所属等 備考 

青栁 剛太郎 公募委員  

有吉  直子 
各種団体等 

（かま男女共同参画推進ネットワーク） 
 

大里  厚子 公募委員  

大屋  信一 学識経験者 副会長 

尾田  卓夫 公募委員  

加納  恵子 学識経験者 会 長 

田丸  哲夫 学識経験者  

平尾  節子 公募委員  

平塚  宏美 
各種団体等 

（嘉麻市民生委員児童委員協議会） 
 

松岡  敏彦 公募委員  

松岡 芙美子 
各種団体等 

 （嘉麻商工会議所） 
 

縄田  好子 公募委員  

50 音順・敬称略（平成 29 年３月現在） 
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○用語の解説 

あ行  

ＬＧＢＴ【Ｐ21】 

  Ｌ（レズビアン＝女性同性愛者）、Ｇ（ゲイ＝男性同性愛者）、Ｂ（バイセクシュアル＝

両性愛者）、Ｔ（トランスジェンダー＝生まれたときの生物学的・社会的性別とは一致しな

い、またはとらわれない生き方を選ぶ人などを表現する包括的な言葉。一般的に性同一性

障害も含む）の総称。 

 

さ行  

ストーカー【Ｐ１、13、23、27】 

  特定の人に対する好意の感情やその感情が受け入れられなかったことへの恨みの感情を

充たすために異常な執着心で、つきまとい、まちぶせ、連続したメールの送信などをする

人ことです。 

 

た行  

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）【Ｐ１～４、７～９、11、13～18、21～23、25、

27、28】 

  配偶者（パートナー）や恋人等親密な関係にある、また過去に親密な関係にあった人か

らの暴力。なぐる、蹴る等の身体的な暴力だけでなく、言葉で傷つけたり無視したりする

精神的暴力、生活費などを渡さない等の経済的暴力、行動を監視したりする社会的暴力、

望まない性行為を強要するなどの性的暴力などの形があります。 

 

デートＤＶ【Ｐ１、８、13、14、28】 

結婚していない交際相手からふるわれる暴力。中学生、高校生など若い人の間でも起き

ています。 

 

は行  

パープルリボンプロジェクト【Ｐ28】 

パープルリボンは 1994 年 2 月、アメリカ合衆国ニューハンプシャー州のベルリンで、大

人のレイプや虐待などの被害を克服した当事者、医療専門家、セラピスト、法律関係者、

関心を持つ市民らによって結成された、インターナショナル・パープルリボン・プロジェ

クト (IPRP)から始まりました。現在、40 か国以上の国際的な草の根運動のネットワーク

になっています。日本では、NPO 法人全国女性シェルターネットが中心となり、パープル

リボン活動を展開しています。 
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○関係法令  

嘉麻市DV被害者支援庁内連絡会議設置規程 

平成25年3月25日 

訓令第2号 

 

（設置） 

第１条 配偶者等からの暴力(以下「DV」という。)に関する問

題について、庁内の関係各課等が共通認識を持ち、相互

に連携し、DVの防止及びDVによる被害者の支援について

検討するため、嘉麻市DV被害者支援庁内連絡会議(以下

「連絡会議」という。)を設置する。 
 
（所掌事務） 

第２条 連絡会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１） DV 被害者に対する迅速かつ適切な対応を総合的に

行うための連携及び協力に関すること。 

（２） DV被害者の支援方法に関すること。 

（３） DVの防止に関する情報の共有に関すること。 

（４） DVの防止に関する啓発活動に関すること。 

（５） その他DV の防止及び DV被害者の保護に関するこ

と。 
 

（組織） 

第３条 連絡会議は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、男女共同参画推進室長をもって充てる。ただ

し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ、

委員長が指定した者がその職務を代理する。 

３ 委員は、課等の長(市長部局(会計課を含む)、各行政委

員会事務局、議会事務局及び水道局に所属する課長、室

長、局長及び参事をいう。)のうちから、案件に応じて、その

都度、委員長が選任した者をもって充てる。 
 
  （会議） 

第４条 連絡会議の会議は、委員長が必要に応じて招集し、

委員長が議長となる。 

２ 委員が連絡会議の会議に出席することができないときは、

当該委員の指名する職員が代理出席できるものとする。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出

席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

４ 連絡会議の会議は、非公開とする。 
 
（守秘義務） 

第５条 連絡会議の委員及び連絡会議に出席した者は、連

絡会議において知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。 
 

（庶務） 

第６条 連絡会議の庶務は、男女共同参画推進室において

処理する。 
 
（その他） 

第７条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、委員

長が定める。 

附 則 
 
この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 
 
附 則(平成26年10月１日訓令第12号) 
 

（施行期日） 

第１条 この訓令は、平成26年10月６日から施行する。 
 

（経過措置） 

第２条 （略） 

２～６ （略） 

７ 当分の間、この訓令による改正後の嘉麻市 DV 被害者支

援庁内連絡会議設置規程第３条の適用については、同条

第３項中「所属する課長」とあるのは「所属する総合調整監、

課長」とする。 

８～18 （略） 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律 
 （平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

最終改正：平成二十六年四月二十三日法律第二八号 

 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条）  

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（第二条の二・第二条の三）   

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（第三条―第五条）  

  第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）   

第四章 保護命令（第十条―第二十二条）  

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）  

第五章の二 補則（第二十八条の二）  

第六章 罰則（第二十九条・第三十条）  
  
我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取

組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必

ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力

の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難であ

る女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を

害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を

図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護す

るための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組

にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 
 
第一章 総則   
 

（定義）   

第一条   この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶

者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同

じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動

（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対する

暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する

暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。  

２   この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を

受けた者をいう。  

３   この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」

には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入る

ことを含むものとする。  
 

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条   国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その

適切な保護を図る責務を有する。  
 
第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等   
 
（基本方針）  

第二条の二   内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において

「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下こ

の条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。  

２   基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第

一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本

計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

一   配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な事項  

二   配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の内容に関する事項  

三   その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項  

３   主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。  

４   主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。  
 
（都道府県基本計画等）  

第二条の三   都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条

において「都道府県基本計画」という。）を定めなければな

らない。  

２   都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。  

一   配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な方針  

二   配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施内容に関する事項  

三   その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項  

３   市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即

し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村にお

ける配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において

「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければなら

ない。  

４   都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。  

５   主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基

本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。  
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第二章 配偶者暴力相談支援センター等   
 
（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条   都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴

力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものと

する。  

２   市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての

機能を果たすようにするよう努めるものとする。  

３   配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うもの

とする。  

一   被害者に関する各般の問題について、相談に応ず

ること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介す

ること。  

二   被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又

は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。  

三   被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあって

は、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第

五条及び第八条の三において同じ。）の緊急時における

安全の確保及び一時保護を行うこと。  

四   被害者が自立して生活することを促進するため、就

業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等

について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整そ

の他の援助を行うこと。  

五   第四章に定める保護命令の制度の利用について、

情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を

行うこと。  

六   被害者を居住させ保護する施設の利用について、

情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援

助を行うこと。  

４   前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行

うものとする。  

５   配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に

努めるものとする。  
 
（婦人相談員による相談等）  

第四条   婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。  
 
（婦人保護施設における保護）  

第五条   都道府県は、婦人保護施設において被害者の保

護を行うことができる。  
 

第三章 被害者の保護   
 
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条   配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同

じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力

相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなけれ

ばならない。  

２   医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支

援センター又は警察官に通報することができる。この場合

において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。  

３   刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の

規定により通報することを妨げるものと解釈してはならな

い。  

４   医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力

相談支援センター等の利用について、その有する情報を

提供するよう努めなければならない。  
 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明

等）  

第七条   配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に

対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援セ

ンターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとと

もに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。   
 
（警察官による被害の防止）  

第八条   警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行わ

れていると認めるときは、警察法 （昭和二十九年法律第

百六十二号）、警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第

百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制

止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害

の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。  
 
（警察本部長等の援助）  

第八条の二   警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方

面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長

は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの

暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨

の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶

者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規

則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措

置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な援助を行うものとする。  
 
（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三   社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五

号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事

務所」という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百

四十四号）、児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四

号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年法

律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害

者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。  
 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条   配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、
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福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の

関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切

な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力する

よう努めるものとする。  
 
（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二   前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けた

ときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとす

る。  
 
第四章 保護命令   
 
（保護命令）  

第十条   被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加

える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同

じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配

偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあ

っては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者から

の身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条

第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等

に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から

受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引

き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）によ

り、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大き

いときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶

者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下

この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項に

おいて同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるもの

とする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての

時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にす

る場合に限る。  

一   命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害

者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この号において同じ。）その他の場所におい

て被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤

務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないこと。  

二   命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害

者と共に生活の本拠としている住居から退去すること及

び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。  

２   前項本文に規定する場合において、同項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害

者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生

じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から

起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の

各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずる

ものとする。  

一   面会を要求すること。  

二   その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

三   著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四   電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない

場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を

用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。  

五   緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前

六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて

送信し、又は電子メールを送信すること。  

六   汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に

置くこと。  

七   その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。  

八   その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその

知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文

書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態

に置くこと。  

３   第一項本文に規定する場合において、被害者がその成

年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第

一項第三号において単に「子」という。）と同居しているとき

であって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言

動を行っていることその他の事情があることから被害者が

その同居している子に関して配偶者と面会することを余儀

なくされることを防止するため必要があると認めるときは、

第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効

力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当

該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他

の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の

住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近

をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、

当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に

限る。  

４   第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を

有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居して

いる者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項

第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著し

く粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会する

ことを余儀なくされることを防止するため必要があると認め

るときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所

又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶

者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による

命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日ま

での間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他

の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当



 

  
36 

 

  

該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。  

５   前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の

子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等

が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあって

は、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することが

できる。  
 
（管轄裁判所）  

第十一条   前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住

所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判

所の管轄に属する。  

２   前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に

掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。  

一   申立人の住所又は居所の所在地  

二   当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫が行われた地  
 
（保護命令の申立て）  

第十二条   第十条第一項から第四項までの規定による命

令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項

を記載した書面でしなければならない。  

一   配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対す

る脅迫を受けた状況  

二   配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受

ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時

における事情  

三   第十条第三項の規定による命令の申立てをする場

合にあっては、被害者が当該同居している子に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため

当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての

時における事情  

四   第十条第四項の規定による命令の申立てをする場

合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と

面会することを余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時に

おける事情  

五   配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員

に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があると

きは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職

員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場

所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内

容 

２   前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イか

らニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、

同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立

人の供述を記載した書面で公証人法 （明治四十一年法

律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けたも

のを添付しなければならない。  
 

（迅速な裁判）  

第十三条   裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。  
 
（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条   保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発することが

できない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申

立ての目的を達することができない事情があるときは、この

限りでない。  

２   申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる

事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力

相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人

が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれ

に対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求

めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談

支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに

応ずるものとする。  

３   裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶

者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立

人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた

職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に

関して更に説明を求めることができる。  
 

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条   保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決

定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

２   保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡し

によって、その効力を生ずる。  

３   保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかに

その旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する

警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

４   保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力

相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは

保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る

第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載

があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発

した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された

配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載

された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合に

あっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援セ

ンター）の長に通知するものとする。  

５   保護命令は、執行力を有しない。  
 
（即時抗告）  

第十六条   保護命令の申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。  

２   前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさな

い。  

３   即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの
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原因となることが明らかな事情があることにつき疎明があっ

たときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告につ

いての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の

停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存す

る間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。  

４   前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命

令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項から

第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁

判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければならな

い。  

５   前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立て

ることができない。  

６   抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの規

定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当

該命令をも取り消さなければならない。  

７   前条第四項の規定による通知がされている保護命令に

ついて、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停

止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、

裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該

通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知する

ものとする。  

８   前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用

する。  
 
（保護命令の取消し）  

第十七条   保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命

令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は

第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号

の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経

過した後において、同条第一項第二号の規定による命令

にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して二週

間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し

立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異

議がないことを確認したときも、同様とする。  

２   前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定に

よる命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取

り消す場合について準用する。  

３   第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の

場合について準用する。  
 
（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立

て）  

第十八条   第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実

を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあ

ったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている

住居から転居しようとする被害者がその責めに帰すること

のできない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる

日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの

転居を完了することができないことその他の同号の規定に

よる命令を再度発する必要があると認めるべき事情がある

ときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命

令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障

を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができ

る。  

２   前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に

掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項

第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び

第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」

と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事

項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並び

に第十八条第一項本文の事情」とする。  
 
（事件の記録の閲覧等）  

第十九条   保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、そ

の正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項

の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方

にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相

手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に

対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでな

い。  
 

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条   法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を

行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若

しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に

第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。  
 
（民事訴訟法 の準用）  

第二十一条   この法律に特別の定めがある場合を除き、保

護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、

民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用す

る。  
 
（最高裁判所規則）  

第二十二条   この法律に定めるもののほか、保護命令に関

する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定め

る。  
 
第五章 雑則   
 

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条   配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関

係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身

の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国

籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、

その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなけれ

ばならない。  

２   国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の

人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深める

ために必要な研修及び啓発を行うものとする。  
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（教育及び啓発）  

第二十四条   国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発

に努めるものとする。  
 
（調査研究の推進等）  

第二十五条   国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生の

ための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるた

めの方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護

に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。  
 

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条   国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  
 
（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条   都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。  

一   第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を

行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費

用を除く。）  

二   第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所

が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣

が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）

に要する費用  

三   第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦

人相談員が行う業務に要する費用  

四   第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町

村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う

場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２   市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相

談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。  
 
（国の負担及び補助）  

第二十八条   国は、政令の定めるところにより、都道府県が

前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号

及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担

するものとする。  

２   国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用

の十分の五以内を補助することができる。  

一   都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用

のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの  

二   市が前条第二項の規定により支弁した費用  
 
第五章の二 補則   
 

（この法律の準用）  

第二十八条の二   第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共

同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）を

する関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手から

の身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係

を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き

続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を

受けた者について準用する。この場合において、これらの

規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二

に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、

次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条

の二に規定する関係

にある相手からの暴

力を受けた者をいう。

以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配

偶者であった

者 

同条に規定する関係

にある相手又は同条

に規定する関係にあ

る相手であった者 

第十条第一項か

ら第四項まで、

第十一条第二項

第二号、第十二

条第一項第一号

から第四号まで

及び第十八条第

一項 

配偶者 第二十八条の二に

規定する関係にある

相手  

第十条第一項 離婚をし、又

はその婚姻が

取り消された

場合 

第二十八条の二に

規定する関係を解消

した場合 

 
第六章 罰則   
 
第二十九条    保護命令（前条において読み替えて準用す

る第十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。

次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又

は百万円以下の罰金に処する。  
 

第三十条    第十二条第一項（第十八条第二項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の

二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十

八条の二において準用する第十八条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべ

き事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令

の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。  
 
附 則 抄  
 
（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力

相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第

二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一

日から施行する。  
 

（経過措置） 

第二条  平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対



◎ 資料編 

 

  
 39 

 

  

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談

し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害

者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条

第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定

の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援

センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。  
 
（検討）  

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が

加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるも

のとする。  
 
附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  
 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。  
 
（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の

申立てに係る同条の規定による命令に関する事件につい

ては、なお従前の例による。  

２  旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に

当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻

撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事

実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」とい

う。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（こ

の法律の施行後最初にされるものに限る。）があった場合

における新法第十八条第一項の規定の適用については、

同項中「二月」とあるのは、「二週間」とする。  
 
（検討） 

第三条  新法の規定については、この法律の施行後三年を

目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  
 
   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  
 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。  

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定によ

る命令に関する事件については、なお従前の例による。  
 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  
 
（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日か

ら施行する。  
 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  
 
（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。  

一  第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第

一項の改正規定並びに附則第四条第一項及び第二項、

第十四条並びに第十九条の規定 公布の日  

二  第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、

第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成

二十六年十月一日  
 
（政令への委任） 

第十九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。  
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ストーカー行為等の規制等に関する法律 
 （平成十二年五月二十四日法律第八十一号） 

最終改正：平成二八年一二月一四日法律第一〇二号 

（最終改正までの未施行法令）  

平成二十八年十二月十四日法律第百二号 （未施行）  

 

（目的）  

第一条   この法律は、ストーカー行為を処罰する等ストーカ

ー行為等について必要な規制を行うとともに、その相手方

に対する援助の措置等を定めることにより、個人の身体、

自由及び名誉に対する危害の発生を防止し、あわせて国

民の生活の安全と平穏に資することを目的とする。   
 
（定義）  

第二条   この法律において「つきまとい等」とは、特定の者

に対する恋愛感情その他の好意の感情又はそれが満たさ

れなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的で、当

該特定の者又はその配偶者、直系若しくは同居の親族そ

の他当該特定の者と社会生活において密接な関係を有す

る者に対し、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること

をいう。  

一   つきまとい、待ち伏せし、進路に立ちふさがり、住居、

勤務先、学校その他その通常所在する場所（以下「住居

等」という。）の付近において見張りをし、又は住居等に

押し掛けること。  

二   その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

三   面会、交際その他の義務のないことを行うことを要

求すること。  

四   著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

五   電話をかけて何も告げず、又は拒まれたにもかかわ

らず、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて

送信し、若しくは電子メールを送信すること。  

六   汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に

置くこと。  

七   その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。  

八   その性的羞恥心を害する事項を告げ若しくはその知

り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、

図画その他の物を送付し若しくはその知り得る状態に置

くこと。  

２   この法律において「ストーカー行為」とは、同一の者に対

し、つきまとい等（前項第一号から第四号までに掲げる行

為については、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が

害され、又は行動の自由が著しく害される不安を覚えさせ

るような方法により行われる場合に限る。）を反復してする

ことをいう。  
 
（つきまとい等をして不安を覚えさせることの禁止）  

第三条   何人も、つきまとい等をして、その相手方に身体の

安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、又は行動の自

由が著しく害される不安を覚えさせてはならない。  
 

（警告）  

第四条   警視総監若しくは道府県警察本部長又は警察署

長（以下「警察本部長等」という。）は、つきまとい等をされ

たとして当該つきまとい等に係る警告を求める旨の申出を

受けた場合において、当該申出に係る前条の規定に違反

する行為があり、かつ、当該行為をした者が更に反復して

当該行為をするおそれがあると認めるときは、当該行為を

した者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、

更に反復して当該行為をしてはならない旨を警告すること

ができる。  

２   一の警察本部長等が前項の規定による警告（以下「警

告」という。）をした場合には、他の警察本部長等は、当該

警告を受けた者に対し、当該警告に係る前条の規定に違

反する行為について警告又は第六条第一項の規定による

命令をすることができない。  

３   警察本部長等は、警告をしたときは、速やかに、当該警

告の内容及び日時を第一項の申出をした者に通知しなけ

ればならない。  

４   警察本部長等は、警告をしなかったときは、速やかに、

その旨及びその理由を第一項の申出をした者に書面により

通知しなければならない。  

５   警察本部長等は、警告をしたときは、速やかに、当該警

告の内容及び日時その他当該警告に関する事項で国家

公安委員会規則で定めるものを都道府県公安委員会（以

下「公安委員会」という。）に報告しなければならない。  

６   前各項に定めるもののほか、第一項の申出の受理及び

警告の実施に関し必要な事項は、国家公安委員会規則で

定める。  
 
（禁止命令等）  

第五条   公安委員会は、警告を受けた者が当該警告に従

わずに当該警告に係る第三条の規定に違反する行為をし

た場合において、当該行為をした者が更に反復して当該行

為をするおそれがあると認めるときは、当該警告に係る前

条第一項の申出をした者の申出により、又は職権で、当該

行為をした者に対し、国家公安委員会規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を命ずることができる。  

一   更に反復して当該行為をしてはならないこと。  

二   更に反復して当該行為が行われることを防止するた

めに必要な事項  

２   公安委員会は、前項の規定による命令（以下「禁止命

令等」という。）をしようとするときは、行政手続法 （平成五

年法律第八十八号）第十三条第一項 の規定による意見

陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなけ

ればならない。  

３   一の公安委員会が禁止命令等をした場合には、他の公

安委員会は、当該禁止命令等を受けた者に対し、当該禁

止命令等に係る第三条の規定に違反する行為について禁

止命令等をすることができない。  

４   公安委員会は、第一項の申出を受けた場合において、

禁止命令等をしたときは、速やかに、当該禁止命令等の内

容及び日時を当該申出をした者に通知しなければならな

い。  

５   公安委員会は、第一項の申出を受けた場合において、

禁止命令等をしなかったときは、速やかに、その旨及びそ



◎ 資料編 
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の理由を当該申出をした者に書面により通知しなければな

らない。  

６   前各項に定めるもののほか、禁止命令等の実施に関し

必要な事項は、国家公安委員会規則で定める。  
 
（仮の命令）  

第六条   警察本部長等は、第四条第一項の申出を受けた

場合において、当該申出に係る第三条の規定に違反する

行為（第二条第一項第一号に掲げる行為に係るものに限

る。）があり、かつ、当該行為をした者が更に反復して当該

行為をするおそれがあると認めるとともに、当該申出をした

者の身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、又

は行動の自由が著しく害されることを防止するために緊急

の必要があると認めるときは、当該行為をした者に対し、行

政手続法第十三条第一項 の規定にかかわらず、聴聞又

は弁明の機会の付与を行わないで、国家公安委員会規則

で定めるところにより、更に反復して当該行為をしてはなら

ない旨を命ずることができる。  

２   一の警察本部長等が前項の規定による命令（以下「仮

の命令」という。）をした場合には、他の警察本部長等は、

当該仮の命令を受けた者に対し、当該仮の命令に係る第

三条の規定に違反する行為について警告又は仮の命令を

することができない。  

３   仮の命令の効力は、仮の命令をした日から起算して十

五日とする。  

４   警察本部長等は、仮の命令をしたときは、直ちに、当該

仮の命令の内容及び日時その他当該仮の命令に関する事

項で国家公安委員会規則で定めるものを公安委員会に報

告しなければならない。  

５   公安委員会は、前項の規定による報告を受けたときは、

当該報告に係る仮の命令があった日から起算して十五日

以内に、意見の聴取を行わなければならない。  

６   行政手続法第三章第二節 （第二十八条を除く。）の規

定は、公安委員会が前項の規定による意見の聴取（以下

「意見の聴取」という。）を行う場合について準用する。この

場合において、同法第十五条第一項 中「聴聞を行うべき

期日までに相当な期間をおいて」とあるのは、「速やかに」

と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。  

７   公安委員会は、仮の命令に係る第三条の規定に違反

する行為がある場合において、意見の聴取の結果、当該

仮の命令が不当でないと認めるときは、行政手続法第十

三条第一項 の規定及び前条第二項の規定にかかわらず、

聴聞を行わないで禁止命令等をすることができる。  

８   前項の規定により禁止命令等をしたときは、仮の命令は、

その効力を失う。  

９   公安委員会は、第七項に規定する場合を除き、意見の

聴取を行った後直ちに、仮の命令の効力を失わせなけれ

ばならない。  

10   仮の命令を受けた者の所在が不明であるため第六項

において準用する行政手続法第十五条第三項 の規定に

より意見の聴取の通知を行った場合の当該仮の命令の効

力は、第三項の規定にかかわらず、当該仮の命令に係る

意見の聴取の期日までとする。  

11   前各項に定めるもののほか、仮の命令及び意見の聴

取の実施に関し必要な事項は、国家公安委員会規則で定

める。  
 

（警察本部長等の援助等）  

第七条   警察本部長等は、ストーカー行為又は第三条の

規定に違反する行為（以下「ストーカー行為等」という。）の

相手方から当該ストーカー行為等に係る被害を自ら防止

するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相

当と認めるときは、当該相手方に対し、当該ストーカー行為

等に係る被害を自ら防止するための措置の教示その他国

家公安委員会規則で定める必要な援助を行うものとする。  

２   警察本部長等は、前項の援助を行うに当たっては、関

係行政機関又は関係のある公私の団体と緊密な連携を図

るよう努めなければならない。  

３   警察本部長等は、第一項に定めるもののほか、ストーカ

ー行為等に係る被害を防止するための措置を講ずるよう

努めなければならない。  

４   第一項及び第二項に定めるもののほか、第一項の申出

の受理及び援助の実施に関し必要な事項は、国家公安委

員会規則で定める。  
 

（国、地方公共団体、関係事業者等の支援等）  

第八条   国及び地方公共団体は、ストーカー行為等の防

止に関する啓発及び知識の普及、ストーカー行為等の相

手方に対する婦人相談所その他適切な施設による支援並

びにストーカー行為等の防止に関する活動等を行っている

民間の自主的な組織活動の支援に努めなければならな

い。  

２   国及び地方公共団体は、前項の支援等を図るため、必

要な体制の整備、民間の自主的な組織活動の支援に係る

施策を実施するために必要な財政上の措置その他必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。  

３   ストーカー行為等に係る役務の提供を行った関係事業

者は、当該ストーカー行為等の相手方からの求めに応じて、

当該ストーカー行為等が行われることを防止するための措

置を講ずること等に努めるものとする。  

４   ストーカー行為等が行われている場合には、当該ストー

カー行為等が行われている地域の住民は、当該ストーカー

行為等の相手方に対する援助に努めるものとする。  
 
（報告徴収等）  

第九条   警察本部長等は、警告又は仮の命令をするため

に必要があると認めるときは、その必要な限度において、

第四条第一項の申出に係る第三条の規定に違反する行為

をしたと認められる者その他の関係者に対し、報告若しくは

資料の提出を求め、又は警察職員に当該行為をしたと認

められる者その他の関係者に質問させることができる。  

２   公安委員会は、禁止命令等をするために必要があると

認めるときは、その必要な限度において、警告若しくは仮の

命令を受けた者その他の関係者に対し、報告若しくは資料

の提出を求め、又は警察職員に警告若しくは仮の命令を受

けた者その他の関係者に質問させることができる。  
 
（禁止命令等を行う公安委員会等）  

第十条   この法律における公安委員会は、禁止命令等並

びに第五条第二項の聴聞及び意見の聴取に関しては、当
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該禁止命令等並びに同項の聴聞及び意見の聴取に係る

事案に関する第四条第一項の申出をした者の住所若しくは

居所若しくは当該禁止命令等並びに第五条第二項の聴聞

及び意見の聴取に係る第三条の規定に違反する行為をし

た者の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れ

ないときは居所）の所在地又は当該行為が行われた地を

管轄する公安委員会とする。  

２   この法律における警察本部長等は、警告及び仮の命令

に関しては、当該警告又は仮の命令に係る第四条第一項

の申出をした者の住所若しくは居所若しくは当該申出に係

る第三条の規定に違反する行為をした者の住所（日本国

内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所

在地又は当該行為が行われた地を管轄する警察本部長

等とする。  

３   公安委員会は、警告又は仮の命令があった場合におい

て、次に掲げる事由が生じたことを知ったときは、速やかに、

当該警告又は仮の命令の内容及び日時その他当該警告

又は仮の命令に関する事項で国家公安委員会規則で定

めるものを当該他の公安委員会に通知しなければならな

い。ただし、当該警告又は仮の命令に係る事案に関する第

五条第二項の聴聞又は意見の聴取を終了している場合は、

この限りでない。  

一   当該警告又は仮の命令に係る第四条第一項の申出

をした者がその住所又は居所を他の公安委員会の管轄

区域内に移転したこと。  

二   当該申出に係る第三条の規定に違反する行為をし

た者がその住所（日本国内に住所がないとき又は住所

が知れないときは居所）を他の公安委員会の管轄区域

内に移転したこと。  

４   公安委員会は、前項本文に規定する場合において、同

項ただし書の聴聞又は意見の聴取を終了しているときは、

当該聴聞又は意見の聴取に係る禁止命令等をすることが

できるものとし、同項の他の公安委員会は、第一項の規定

にかかわらず、当該聴聞又は意見の聴取に係る禁止命令

等をすることができないものとする。  

５   公安委員会は、前項に規定する場合において、第三項

ただし書の聴聞に係る禁止命令等をしないときは、速やか

に、同項に規定する事項を同項の他の公安委員会に通知

しなければならない。  
 
（方面公安委員会への権限の委任）  

第十一条   この法律により道公安委員会の権限に属する

事務は、政令で定めるところにより、方面公安委員会に委

任することができる。  
 

（方面本部長への権限の委任）  

第十二条   この法律により道警察本部長の権限に属する

事務は、政令で定めるところにより、方面本部長に行わせ

ることができる。  
 
（罰則）  

第十三条   ストーカー行為をした者は、六月以下の懲役又

は五十万円以下の罰金に処する。  

２   前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することがで

きない。  
 

第十四条    禁止命令等（第五条第一項第一号に係るもの

に限る。以下同じ。）に違反してストーカー行為をした者は、

一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

２   前項に規定するもののほか、禁止命令等に違反してつ

きまとい等をすることにより、ストーカー行為をした者も、同

項と同様とする。  
 
第十五条    前条に規定するもののほか、禁止命令等に違

反した者は、五十万円以下の罰金に処する。  
 
（適用上の注意）  

第十六条   この法律の適用に当たっては、国民の権利を

不当に侵害しないように留意し、その本来の目的を逸脱し

て他の目的のためにこれを濫用するようなことがあっては

ならない。  
 
附 則  
 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日か

ら施行する。  

（条例との関係） 

２  地方公共団体の条例の規定で、この法律で規制する行

為を処罰する旨を定めているものの当該行為に係る部分

については、この法律の施行と同時に、その効力を失うもの

とする。  

３  前項の規定により条例の規定がその効力を失う場合にお

いて、当該地方公共団体が条例で別段の定めをしないとき

は、その失効前にした違反行為の処罰については、その失

効後も、なお従前の例による。  
 
（検討） 

４  ストーカー行為等についての規制、その相手方に対する

援助等に関する制度については、この法律の施行後五年

を目途として、この法律の施行の状況を勘案して検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるべ

きものとする。  
 
附 則 （平成二五年七月三日法律第七三号）  
 
（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を経過し

た日から施行する。ただし、第二条の改正規定及び附則第

三条の規定は、公布の日から起算して二十日を経過した

日から施行する。  
 
（通知に関する経過措置） 

第二条  この法律による改正後のストーカー行為等の規制

等に関する法律（以下「新法」という。）第四条第三項及び

第四項の規定は、この法律の施行後に同条第一項の申出

を受けた場合における警告について適用する。  
 
（条例との関係） 

第三条  地方公共団体の条例の規定で、新法で規制する

行為を処罰する旨を定めているものの当該行為に係る部

分については、第二条の改正規定の施行と同時に、その効

力を失うものとする。  
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２  前項の規定により条例の規定がその効力を失う場合にお

いて、当該地方公共団体が条例で別段の定めをしないとき

は、その失効前にした違反行為の処罰については、その失

効後も、なお従前の例による。  

 
（政令への委任） 

第四条  前二条に規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。  
 

（検討） 

第五条  ストーカー行為等その他の特定の者に対する恋愛

感情その他の好意の感情又はそれが満たされなかったこ

とに対する怨恨の感情を充足する目的で当該特定の者等

に不安を覚えさせるような方法による行為の規制等の在り

方については、近年、当該行為に係る事案の数が高い水

準で推移していること、当該行為が多様化していること等を

踏まえ、所要の法改正を含む全般的な検討が加えられ、

速やかに必要な措置が講ぜられるものとする。  

２  政府は、前項の行為の実情等を把握することができる立

場にあることを踏まえ、同項の規制等の在り方について検

討するための協議会の設置、当該行為の防止に関する活

動等を行っている民間の団体等の意見の聴取その他の措

置を講ずることにより、同項の検討に当たって適切な役割

を果たすものとする。  
 
附 則 （平成二八年一二月一四日法律第一〇二号） 抄  
 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して二十日を経過

した日から施行する。ただし、第二条並びに附則第四条、

第五条及び第六条（銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十

三年法律第六号）第五条第一項第十五号の改正規定中

「命令」の下に「若しくは同条第九項の規定によるその延長

の処分」を加える部分に限る。）の規定は、公布の日から起

算して六月を経過した日から施行する。  
 

（罰則に関する経過措置） 

第二条  この法律の施行の日前にした第一条の規定による

改正前のストーカー行為等の規制等に関する法律（附則

第四条において「第一条による改正前の法」という。）第二

条第二項に規定するストーカー行為に該当する行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
（条例との関係） 

第三条  地方公共団体の条例の規定で、第一条の規定に

よる改正後のストーカー行為等の規制等に関する法律で

規制する行為で同法で罰則が定められているものを処罰

する旨を定めているものの当該行為に係る部分については、

この法律の施行と同時に、その効力を失うものとする。  

２  前項の規定により条例の規定がその効力を失う場合にお

いて、当該地方公共団体が条例で別段の定めをしないとき

は、その失効前にした違反行為の処罰については、その失

効後も、なお従前の例による。  
 

（禁止命令等に関する経過措置） 

第四条  次に掲げる命令についての第二条の規定による改

正後のストーカー行為等の規制等に関する法律（以下この

条において「第二条による改正後の法」という。）第五条第

八項の規定の適用については、同項中「日から起算して一

年」とあるのは、「時から、ストーカー行為等の規制等に関

する法律の一部を改正する法律（平成二十八年法律第百

二号）附則第一条ただし書に規定する日から起算して一年

を経過する日まで」とする。  

一  附則第一条ただし書に規定する日前にした第二条の

規定による改正前のストーカー行為等の規制等に関す

る法律（次条において「第二条による改正前の法」とい

う。）第五条第一項の規定による命令  

二  この法律の施行の日前に第一条による改正前の法第

五条第一項の規定による命令を受けた者に対し、当該

命令に係る第一条による改正前の法第三条の規定に違

反する行為について附則第一条ただし書に規定する日

から起算して一年以内にした第二条による改正後の法

第五条第一項の規定による命令  

２  前項第二号に掲げる第二条による改正後の法第五条第

一項の規定による命令をしたときは、当該命令を受けた者

に対し当該この法律の施行の日前にした第一条による改正

前の法第五条第一項の規定による命令は、その効力を失

うものとする。  
 
（仮の命令に関する経過措置） 

第五条  附則第一条ただし書に規定する日前にした第二条

による改正前の法第六条第一項の規定による命令につい

ては、同条第二項から第十一項までの規定は、同日以後

も、なおその効力を有する。この場合において、同条第二

項中「前項」とあるのは「ストーカー行為等の規制等に関す

る法律の一部を改正する法律（平成二十八年法律第百二

号）第二条の規定による改正前の第六条第一項」と、同条

第八項中「したとき」とあるのは「し、又は前条第三項の規

定により禁止命令等をしたとき」と、同条第九項中「場合」と

あるのは「場合及び前条第三項の規定により禁止命令等を

する場合」とする。  
 
（政令への委任） 

第七条  附則第二条から第五条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。  
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